Organization

批評空間は、有志（組合員）の出資によって設立された投資組合（正式名称：批評空間投資事業有限責任組合）と、同組合からの投資を資本金として設立した株式会社批評空間によって構成されています。（←色付きの字は、クリックすると下記の色付きの字のところに飛ぶようにする。ページはすべて同じページで良い）

組織形態選択の理念：

批評空間は出版事業の立ち上げに際し、当初、事業協同組合の設立を模索しました。組合形態を選択したいと考えたのは、以下の理由によります。

1． 組合（Partnership）は人的結合を基本とした組織であること。

a. 例えば、事業経営に関する議決権も、組合への出資額の多少に拘らず、全ての組合員（Partner）に一人一票の議決権が認められていること。

b. 有志で集まった複数の組合員から資金の調達が可能であること。

c. 組合財産（組合員の出資金や組合事業による収益）は組合員の共有財産であること。

2． 経済活動に限定されない、社会に対する公的関与ないし類似した組合組織との連帯が会社形態よりも行いやすい組織構造であると考えられること。（この点については議論の余地があるかもしれません。われわれもその議論を十分にし尽くしているわけではなく、今後の課題としたいと考えています）

しかし、議決権が各組合員に平等に保障されるのと同様、組合に対する組合員の責任も平等に連帯責任である、というのが組合組織の基本になっています。すなわち、組合がその事業において仮に大きな債務（借金）を負った場合、その債務を組合員全員が連帯して返済しなければならない、という連帯無限責任の原則です。この点で、会社組織のような有限責任が認められていない組合では、有志の方々に出資を呼びかけ、組合員になってもらうことは出来ないという問題にわれわれは直面しました。

　他方、組合員の有限責任が認められており、経済活動にもほぼ制約のない例外的な組合として「企業組合」というものがありますが、この組合においては、組合員のほとんどが組合の専従者でなければならない、という規定があり（例えば、大学の教師をやりながらこの企業組合の組合員であることは認められない）、多数の有志から出資を募るということが出来ません。

　以上の制約もあり、私たちは資金の調達を主に投資組合（批評空間投資事業有限責任組合）に引き受けてもらい、その資金で事業活動を行う会社組織（株式会社批評空間）をつくる、という選択をしました。会社組織の方は一般の会社と変わりませんが、その大株主である投資組合においては、上記の組合特性がそのまま認められており、また大株主として投資先の会社に対して経営に関する権利を行使できる構造にあるため、間接的にではありますが、会社運営も組合特性に支配される、と想定したのです。

　なお、投資組合については下記にその概要を説明しますが、基本的に組合員の有限責任が確保されています。また、この組合はいわゆる商品生産活動を行うのではないので、銀行から借金をして無理な投資をする、というようなことをしないかぎり、組合として債務を負うというようなこともないと判断したためです。

投資組合とは何か：

投資事業有限責任組合（以下、投資組合と略）は1998年に施行された法律で制定された新しい新種の組合です。この組合の基本事業は、組合員からの出資金を組合の共有資産として運用し、法律で中小企業に分類される株式会社（有限会社、上場企業は対象外）に投資することで、投下資本とその配当金の回収を主な目的としています。具体的に言うと、中小企業の発行する株式（設立に際して発行される株式も含む）や転換社債（後に株式に転換する社債）の保有、またその企業が所有する工業所有権や著作権の保有です。これらの事業に付随して、投資先企業の経営や技術指導を行う権利を有します。しかし、金融機関が行うような融資業務（資金を貸し付け、その資金と利子を回収する業務）は認められていません。

　法律の制定の背景には、次のような認識があるようです。現在の経済社会を牽引するのは必ずしも大企業ではなく、むしろ進取の気勢に富んだ中小のベンチャー企業に期待するところが大きい。そのような中小企業に潤沢な資金を提供することが必要である。投資組合はそのために設立された組合であると考えられます。

　

設立用件：

投資組合の設立には４名以上の組合員が必要で、うち最低１名以上が無限責任組合員となる必要があります。組合員には有限責任組合員と無限責任組合員があり、後者が組合業務の事実上の執行責任者です。また、仮に組合が負債を負って解散する場合（会社で言う倒産）、有限責任組合員の責任はその出資金が返還されないという範囲に留まりますが、無限責任組合員は個人の財産をもって返却する責任を有します。なお、組合員となるに際して、特に必要とされる資格はなく、個人でも法人でも組合員となる資格を有します。更に組合業務の監査を監査法人もしくは公認会計士に依頼することが義務付けられています。設立用件について更に詳しく知りたい方は●●あるいは『投資事業有限責任組合法』（通産省中小企業庁振興課編、通商産業調査会出版部、1998年、3900円）をご覧下さい。

●●は柳原弁護士のHPなどでの解説ページのアドレスを挿入

批評空間投資事業有限責任組合

· 設立：2001年2月1日

· 組合員数：17名

· 組合員のなかで名前の公開をOKしてくれた人の氏名を列挙する

省略

· 無限責任組合員：内藤裕治

· 組合員による総出資額：2950万円（設立時）

· 投資先：株式会社批評空間／投資額：2500万円

株式会社批評空間

· 設立：2001年2月19日

· 専従者：2名

· 代表取締役：内藤裕治

· 資本金：2750万円

· 〒113-0033東京都文京区本郷1-5-15

